
第4期山梨県医療費適正化計画の一部改定について

○ 高齢者の医療の確保に関する法律第9条第１項において、都道府県は、「医療費適正化に関する施策についての基本的な方針」（以下

「国基本方針」という）に即して、6年ごとに、6年を1期として、都道府県医療費適正化計画を定めることとされている。

○ 令和5年７月20日告示の国基本方針に即し、令和６年３月に第4期山梨県医療費適正化計画（令和６年度～令和11年度）を策定。

後発医薬品及びバイオ後続品の使用割合に係る目標については、国の目標値の設定に合わせて、令和6年度に設定することとされた。

○ 令和６年11月に国基本方針が一部改正され、後発医薬品の新目標等が示されたことを踏まえ、第4期山梨県医療費適正化計画の一部

改定を行う。

〈国の新たな目標〉

後発医薬品の使用割合 （数量ベース） 80％以上

後発医薬品の使用割合 （金額ベース） 65％以上

バイオ後続品の使用割合 （数量ベース） バイオ医薬品からバイオ後続品に80％以上置き換わった成分数の割合：成分数全体の60％以上

※バイオ後続品：遺伝子組換え技術や細胞培養技術等を応用して、微生物や細胞が持つタンパク質（ホルモン、酵素、抗体等）等を作る力を利用して製造されるバイオ医薬品を先行医薬品とする後発品。

特許が切れたバイオ医薬品の約70%の価格となる。

一部改定の趣旨

○ 国の目標を踏まえ、医薬品の安定的な供給がなされることを前提として、令和11年度に向けて、後発医薬品及びバイオ後続品の使

用促進に関する数値目標について、次の使用割合を目標として設定。

第３章 達成すべき目標と医療費の見通し

１ 令和11年度末までに達成すべき目標

(2) 医療の効率的な提供の推進に関する目標

① 後発医薬品及びバイオ後続品の使用割合

後発医薬品の使用割合 （数量ベース） 80％以上

後発医薬品の使用割合 （金額ベース） 65％以上

バイオ後続品の使用割合 （数量ベース） バイオ医薬品からバイオ後続品に80％以上置き換わった成分数の割合：成分数全体の60％以上

○ なお、これらの目標を達成した場合、適正化効果額は計画策定時の▲38億円から、▲41億円となる見込み。

一部改定の概要
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